
経
済
研
究
所

In
s
titu
te
 fo
r E
c
o
n
o
m
ic
 R
e
s
e
a
rc
h

■
経
済
問
題
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク

　
学
部
か
ら
独
立
し
た
研
究
組
織
と

施
設
を
擁
す
る
経
済
問
題
の
シ
ン
ク

タ
ン
ク
と
し
て
、日
本
お
よ
び
世
界

経
済
の
諸
問
題
に
関
す
る
実
証
研
究

を
行
い
、研
究
成
果
は
刊
行
物
と
し

て
出
版
さ
れ
て
い
ま
す
。最
近
で
は

他
大
学
の
研
究
者
も
交
え
た
多
彩
な

共
同
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
新
た
に

発
足
さ
せ
、研
究
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
能

の
、活
力
に
充
ち
た
担
い
手
と
し
て
の

発
展
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

■
主
な
研
究
テ
ー
マ

【
世
界
の
大
都
市
政
策
に
関
す
る
研
究
】

「
ア
ジ
ア
の
大
都
市
」
シ
リ
ー
ズ
全
５
巻

（
１
９
９
８
年
度
刊
行
開
始
）

「
大
都
市
圏
再
編
へ
の
構
想
」

（
2
0
0
0
年
度
所
報
）

【
ア
ジ
ア
・
北
米
経
済
圏
と
多
国
籍
企
業
】

「
イ
ン
ト
ラ
・
ア
ジ
ア
貿
易
と
新
工
業
化
」

（
１
９
９
７
年
度
所
報
）

【
金
融
・
証
券
に
関
す
る
理
論
的
・
実
証
的
研
究
】

「
日
本
型
金
融
シ
ス
テ
ム
の
転
機
」

（
１
９
９
８
年
度
所
報
）

「
金
融
グ
ロ
ー
バ
リ
ズ
ム
」

（
１
９
９
９
年
度
所
報
）

保
健
体
育
科
研
究
室

In
stitu

te
 o
f H
e
a
lth
 S
c
ie
n
c
e
 a
n
d
 P
h
y
sic
a
l E
d
u
c
a
tio
n

■
高
齢
化
社
会
に
対
応
す
る
ヘ
ル
ス
・
ス
ポ
ー
ツ
サ
イ
エ
ン
ス

　
高
齢
化
が
進
む
現
代
社
会
で
は
、健
康
・
体
力
の
維
持
増
進
と
ス
ポ
ー
ツ
に
関

す
る
科
学
的
知
識
へ
の
ニ
ー
ズ
が
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
本
研
究
室
で
は
、

健
康
医
学
・
健
康
運
動
科
学
・
体
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
科
学
・
ス
ポ
ー
ツ
実
践
科
学
の

人
権
問
題
研
究
セ
ン
タ
ー

R
e
s
e
a
rc
h
 C
e
n
te
r fo
r H
u
m
a
n
 R
ig
h
ts

■
ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
か
ら
グ
ロ
ー
バ
ル
へ

■
シ
ン
グ
ル
・
イ
シ
ュ
ー
か
ら
マ
ル
チ
・
イ
シ
ュ
ー
へ

　
１
９
７
３
年
に
創
立
さ
れ
た
旧
同
和
問
題
研
究
室
か
ら
２
０

０
０
年
４
月
に
改
組
さ
れ
た
当
セ
ン
タ
ー
は
、研
究
と
教
育
を
通

じ
て
人
権
問
題
解
決
に
寄
与
す
る
こ
と
を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。

日
本
国
内
の
人
権
問
題
の
現
場
や
当
事
者
の
状
況
の
的
確
な

把
握
の
上
に
、世
界
各
地
の
研
究
者
や
人
権
機
関
と
連
携
し
て

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
で
の
人
権
問
題
研
究
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

　
日
本
で
最
初
の
部
落
問
題
に
関
す
る
学
術
研
究
機
関
と

し
て
の
蓄
積
の
上
に
、ジ
ェ
ン
ダ
ー
と
い
う
視
座
を
新
た
に
加

え
て
、専
任
研
究
員
３
名
、兼
任
研
究
員
17
名
の
体
制
で
、

様
々
な
人
権
問
題
の
相
互
関
係
を
明
ら
か
に
す
る
マ
ル
チ
イ

シ
ュ
ー
型
の
研
究
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
そ
の
成
果
は
紀
要

『
人
権
問
題
研
究
』に
定
期
的
に
発
表
し
て
い
ま
す
。

附
属
施
設

A
c
a
d
e
m
ic
 F
a
c
ilitie

s
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ジ
ャ
ン
プ
時
に
お
け
る
身
体
関
節
部
位
の
衝
撃
度

や
各
種
運
動
動
作
を
、全
国
に
先
駆
け
て
赤
外
線
カ

メ
ラ
を
使
用
し
、か
つ
関
節
用
衝
撃
度
セ
ン
サ
ー
を
改

良
し
、コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
分
析
か
ら
効
果
的
か
つ
安
全
な

動
作
、運
動
処
方
を
見
出
す
研
究
を
し
て
い
ま
す
。

４
分
野
に
お
い
て
、ヘ
ル
ス
・
ス
ポ
ー
ツ
サ
イ
エ
ン
ス
の
立
場

か
ら
、健
康
的
で
活
動
的
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
指
標
の

確
立
を
目
指
し
て
総
合
的
に
研
究
し
て
い
ま
す
。

■
３
次
元
動
作
分
析

!2

前　文

　人は生まれながらにして自由であり、かつ尊厳と権利とにおいて平等である。世界人権宣言以来、私たち一人ひとりが人権及び基本

的自由の尊重を基礎として、世界の人々とともに歩むことが求められている。しかしながら、社会的身分、門地、人種、民族、信条、性

別、障害等を理由とする差別は今なお厳然と存在する。のみならず、急速な社会変化や科学技術の進展により、私たちは新たな人権問

題の発生にも直面している。

　大阪は、歴史的に多様な文化の集積の中で形成された都市であり、そこに生まれた自由と共生の精神を基盤に独自の発展を遂げてき

た。今や、東アジアにおける国際交流の一大拠点として、世界各地のさまざまな人々を新たな共同体の成員として迎え入れている。か

かる住民の多様性は、人間の尊厳と権利についての私たちの問題意識を常に喚起して止まない。

　大阪市立大学は、この都市大阪に住む人々の自由と共生の精神に支えられて、人権及び基本的自由を尊重する学風を築き上げてきた。

1968年以来、人権問題に関する講義を次々と開講し、1973年には日本初の人権問題の学術研究機関、同和問題研究室（現 人権問題研

究センター）を開設、差別の撤廃と人権の擁護に関する教育と研究とを領導してきた。

　大阪市立大学は、すべての人間の尊厳と平等の精神に立脚した学問の府である。20世紀には、学問の成果が戦争をはじめ人権侵害の

論理や道具としてしばしば使用された。基本的人権や人間の尊厳、並びに男女同権の基本理念を今一度振り返り、私たちは、学問を平

和と人権尊重の礎として役立てねばならない。さらに、急速な社会変化や経済発展、科学技術の革新により顕在化しつつある新たな人

権問題に対しても、私たちは積極的に取り組み、人間性豊かな社会の形成のために果敢な挑戦を続けていく。

　大阪市立大学は、世界人権宣言や国際人権規約をはじめとする国際人権法規を尊重し、かつ日本国憲法と国内の人権法規に従い、大

阪市の人権施策とも連携して、教育、研究活動を含むあらゆる分野において人権尊重の視点から施策を定め、これを推進する。

　大阪市立大学は、人権及び基本的自由を尊重する大学を実現するため、以下の条項を定める。人権及び基本的自由に関する教育、研

究の発展にいそしむとともに、その学風と成果とを学外に発信することをもって、21世紀を人権の世紀たらしめるよう努めることを宣

言する。

大阪市立大学人権宣言 2001　［2001年 12月 17日 評議会決定］

第1条　大学の責任

　大阪市立大学及びその構成員は、人権及び基本的自由を尊重する大学の実現のために行動する責任を有する。

第2条　学問の自由

1 大阪市立大学は、学問の自由を保障する。すべての構成員は、学問・研究・教育の自由、思想及び良心の自由、並びに表現の自由

を保障される。

　2 前項の規定は、他人の人権及び基本的自由を侵害する権利を承認するものではない。

第3条　差別、排除及び嫌がらせのない大学の実現

　1　大阪市立大学及びその構成員は、その教育・研究活動において、社会的身分、門地、人種、民族、国籍、性別、性的指向、言語、

宗教、思想、信条又は障害の種類や程度を理由とする差別、排除及び嫌がらせを行わない。

　2　大阪市立大学及びその構成員は、職務上の地位や権限、威信を利用した不当な業務や課題の強要、もしくは性的強要を行わない。

第4条　多様性の確保と多文化共生社会の実現

　大阪市立大学及びその構成員は、人々の多様性を承認し、異文化間の交流を促進することにより、多文化共生社会の実現に貢献する。

第5条　人権教育の推進

　大阪市立大学は、すべての構成員が人権及び基本的自由の理念を理解し行動できるように、研修、啓発及び交流等の人権教育を推進

する。

第6条　情報公開と人権意識向上への貢献

　大阪市立大学は、人権施策に関する情報公開を促進し、学内外に広く意見を求めることによって、その人権施策を充実させる。また、

人権及び基本的自由に関する研究成果と情報の発信を通して、社会の人権意識の向上に貢献する。

第7条　人権侵害への対応

大阪市立大学及びその構成員は、人権侵害を黙認しないよう努めなければならない。

大阪市立大学は、その構成員からの人権及び基本的自由の侵害の申し立てに対し、適切かつ迅速な対応をとり、人権救済に取り組む。

第8条　人権及び基本的自由のための行動計画

大阪市立大学は、「大阪市立大学差別のないキャンパスづくりのための行動計画大綱」に則り、具体的な「人権及び基本的自由のための

行動計画」を定め、これを推進する。さらに、この人権施策の評価を多角的かつ継続的に行うことで、行動計画を必要に応じて改定する。

証
券
研
究
セ
ン
タ
ー

証
券
に
関
す
る
調
査
・
研
究
、講
座
、国
際
学
術
交
流
等
々
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
発
行
書
籍
・
資
料
等
】「
証
券
研
究
年
報
」

ス
ポ
ー
ツ
ハ
ウ
ス

健
康
づ
く
り
や
基
礎
体
力
の
向
上
を
図
る
た
め
の
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
や
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
ル
ー
ム
、シ
ャ
ワ
ー
室
、更
衣
室
、器
具
庫
、体
育
系
ク
ラ
ブ
室
が
入
っ
て
い
ま
す
。

大
学
史
資
料
室

創
立
百
周
年
を
機
に
収
集
し
た
本
学
の
歴
史
に
関
す
る
各
種
資
料
を
整
理
、

保
管
し
て
い
ま
す
。
大
阪
お
よ
び
日
本
の
高
等
教
育
史
に
関
す
る
貴
重
な
資
料

が
数
多
く
あ
り
ま
す
。
学
術
情
報
総
合
セ
ン
タ
ー
1
階
に
「
大
学
史
展
示

コ
ー
ナ
ー
」
を
設
置
し
て
い
ま
す
。

都
市
問
題
資
料
セ
ン
タ
ー

大
都
市
大
阪
の
総
合
大
学
と
し
て
、都
市
問
題
に
関
す
る
広
範
な
資
料
を
収
集

し
て
い
ま
す
。四
層
の
書
庫
、研
究
室
、会
議
室
を
備
え
、専
門
家
に
よ
る
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
・
講
演
会
な
ど
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

工
作
技
術
セ
ン
タ
ー

「
機
械
工
作
部
門
」
と
「
ガ
ラ
ス
工
作
部
門
」
か
ら
な
り
、高
度
な
技

術
・
技
能
を
有
す
る
職
員
と
教
員
の
手
に
よ
り
、工
夫
を
凝
ら
し
た

各
種
実
験
機
器
や
装
置
を
製
作
し
て
い
ま
す
。希
望
者
に
ガ
ラ
ス
細

工
実
技
と
機
械
工
作
の
講
習
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

【
発
行
書
籍
・
資
料
等
】  

セ
ン
タ
ー
・
レ
ポ
ー
ト
「F

abrica｣

田
中
記
念
館

卒
業
生
・
田
中
吉
太
郎
氏
の
寄
付

に
基
づ
い
て
開
設
さ
れ
ま
し
た
。

国
際
会
議
や
学
内
の
コ
ン
サ
ー

ト
、留
学
生
の
集
い
な
ど
に
幅
広

く
利
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
四
季

折
々
に
表
情
を
変
え
る
美
し
い
庭

園
や
前
庭
は
キ
ャ
ン
パ
ス
随
一
の
景

観
を
呈
し
て
い
ま
す
。
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